
 
 

8-3-2 登録制度専門委員会 

 

1．主な活動記録 

(1)活動目標 

 登録制度の検討と提案（建設コンサルタ

ント登録の適正化、制度の活用促進） 

 法制化の提案（法制化の必要性、建設コ

ンサルタントの責務、地位の確立） 

(2)委員会の開催等 

 委員会開催：10回（4月～3月） 

  内 4回はヒアリング調査訪問 

(3)主な内容 

a)  建設コンサルタント登録制度の地方自治

体における活用実態についてヒアリング調

査を企画し、実施した（令和元年度も継続）。

具体的には、平成 27年度アンケート調査で

未活用と回答のあった都道府県をピックア

ップし、個別訪問（TEL・メールによる問い

合わせ確認含む）し、その実態を調査した。

また、併せて、活用方策の事例紹介及び協

会活動概要について紹介した。 

b)  法制化の検討については、資格制度・法

制化特別WGとの連携を図りながら検討を進

める予定であったが、平成 30年度は具体の

活動はない。 

 

2．実績報告 

a) 第 1回委員会：平成 30年 4月 24日 

ヒアリング対象自治体、調査内容につい

て検討・議論。また、次期中期行動計画に

向けた取組み（全般）について検討・議論。 

b) 第 2回委員会：平成 30年 5月 18日 

ヒアリング内容・調査対象について検

討・議論。 

c) 第 3回委員会：平成 30年 6月 15日 

対象自治体として、13都道府県をピック

アップ。実施に向けた内容等について検

討・議論。 

 

 

d) 第 4回委員会：平成 30年 7月 17日 

プレ調査（千葉県）の実施方策、内容に

ついて検討・議論。 

e) 第 5回委員会：平成 30年 8月 21日 

  千葉県ヒアリング（千葉県県土整備部

建設・不動産業課） 

  その後、台風・地震災害発生により調

査スケジュールの見直しが生じた。 

f) 第 6回委員会：平成 30年 9月 21日 

初回調査（千葉県）の結果を踏まえ、調

査内容の一部修正・更新について検討・議

論。 

  山形県、福島県、新潟県については

TEL・メールにて調査実施 

  西日本エリア（香川県、愛媛県、大分

県、鹿児島県）は次年度繰越しとした。 

g) 第 7回委員会：平成 31年 2月 27日 

    調査の進捗確認、今後の調査スケジュー

ルについて検討・議論。 

h) 第 8回委員会：平成 31年 3月 5日 

・ 東京都ヒアリング 

（東京都財務局経理部契約担当） 

i) 第 9回委員会：平成 31年 3月 8日 

・ 北海道ヒアリング 

（北海道建設部建設政策局建設管理課） 

j) 第 10回委員会：平成 31年 3月 14日 

・ 青森県ヒアリング 

（県土整備部監理課建設業振興グループ） 

 

3．次年度の活動について 

登録制度活用状況について、ヒアリング調査

を継続する（令和元年度は西日本エリア）。法制

化の検討については、平成 30年度は具体の検討

ができなかったが、引き続き、長期的テーマと

して捉え、専門委員会での検討・議論を継続す

る。 

 

 

（登録制度専門委員会委員長 仁賀木 康之） 


